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様式第1号（第3条関係）

平成　　年　　月　　日

労働局の取扱に関する行政救済支援手続委託書
一般社団法人日本行政不服救済手続支援機構　事務局　殿
	＊受付番号
	第　　　-　　　　　号
	

	所属協同組合
	
	組合員名称
	

	組合事務担当者
	
	電話番号
	

	所管申請労働局名称
	　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）センター

	所管労働局担当者
	
	所属部署名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	苦情申告の骨子
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の件

	経緯・内容
（書ききれない場合、適宜別紙にて補充して記載）
	

	対処方法の選択
	· 
	【本人申立】救済手続文書の起案を求め、自社にて対応する。

	
	□
	【代理申立】救済手続代理申立を指定救済機関へ委託する。

	指定救済機関
	一般社団法人日本行政不服救済手続支援機構
電話　0287-73-8881

	＊処理欄
（教授会員資格）
	会員区分判定　　□会員　　　□非会員
会費納付判定　　□納付　　　□未納付


（記載要領）＊欄は記載しない。
1.組合事務担当者欄は、対象助成金制度申請手続きを責任所掌する者を記入すること。

2.別紙行政救済手続受託の流れをご参照ください。
3.代理申立を選択した場合、追って委任状等の提出を指定救済機関よりご連絡します。

別紙

	経緯・内容
（書ききれない場合、適宜別紙にて補充して記載）
	



















　
行政救済手続支援制度利用手順要覧





不服申立事件発生





●様式第1号


行政救済支援手続委託書





支援制度申込








代理申立





本人申立





選択





●委任状提出


●行政救済手続申立書起草、代理申立


【事務費：100,000円】








＊事前申立制度で解決した


場合、事務費は賦課しません。











●行政救済手続に関する申立書起草の上、送付


●自社にて提出


【事務費：50,000円】








●参考書式（別紙1）


非会員は、30,000円賦課











事前申立書送付





方向





指導改善





指導未改善





●参考書式（別紙2）


＊事前申立制度で解決した場合、賦課金は賦課しません。











本申立書送付





聴聞開始





決定処分（改善/未改善）








行政訴訟





●CF24販促のためのパートナー支援強化研修を定期に開催します。


（キャリア助成金対象企画予定）











